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さ
き
に
個
人
企
業
の
税
制
に
関
す
る
質
問
主
意
書
を
提
出
し
、
個
人
企
業
の
税
負
担
の
軽
減
を
は
か
る
と
と
も

に
、
経
営
の
近
代
化
・
合
理
化
に
資
す
る
た
め
、
青
色
申
告
者
の
勤
労
性
所
得
を
「
事
業
主
報
酬
」
と
し
て
み
と
め

る
こ
と
、
こ
の
こ
と
に
よ
つ
て
、
勤
労
性
所
得
に
は
事
業
税
を
課
さ
な
い
こ
と
と
し
、
さ
し
あ
た
り
、
零
細
な
個

人
業
者
の
生
活
費
に
事
業
税
を
課
し
て
い
る

苛か

酷
な
税
制
を
改
め
る
た
め
、
事
業
主
控
除
を
大
幅
に
引
き
上
げ
る

こ
と
及
び
後
継
者
育
成
対
策
と
し
て
、
個
人
事
業
用
資
産
に
つ
い
て
生
前
贈
与
特
例
を
認
め
る
こ
と
を
た
だ
し
た

が
、
そ
の
回
答
は
き
わ
め
て
冷
淡
な
も
の
で
、
中
小
企
業
振
興
対
策
を
口
に
し
な
が
ら
、
税
制
上
は
な
ん
ら
配
慮

の
な
い
こ
と
を
示
し
て
い
た
。 

な
か
で
も
、「
個
人
企
業
の
事
業
主
報
酬
の
創
設
」
は
全
国
中
小
企
業
関
係
諸
団
体
の
統
一
要
望
で
あ
り
、
通
商

産
業
省
・
中
小
企
業
庁
の
昭
和
四
十
六
年
度
税
制
改
正
意
見
に
な
つ
て
お
り
、
し
か
も
昭
和
四
十
四
年
の
総
選
挙 
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に
あ
た
り
、
政
府
与
党
で
あ
る
自
由
民
主
党
は
、
中
小
企
業
諸
団
体
に
「
前
向
き
の
姿
勢
で
善
処
す
る
」
と
公
約
し

た
と
い
う
が
、
こ
れ
に
対
し
昭
和
四
十
六
年
度
税
制
改
正
案
で
は
、「
青
色
事
業
主
特
別
経
費
準
備
金
制
度
」
で
解

決
し
よ
う
と
し
て
い
る
。 

こ
の
準
備
金
制
度
で
は
、
次
の
よ
う
な
問
題
点
が
あ
り
、
個
人
企
業
が
「
生
業
か
ら
企
業
」
へ
脱
皮
し
よ
う
と
す

る
自
助
努
力
の
芽
を
つ
み
、
根
本
的
な
解
決
策
と
は
な
ら
な
い
。 

一 

事
業
主
報
酬
は
政
府
の
要
請
す
る
企
業
経
営
の
近
代
化
に
こ
た
え
る
企
業
経
理
を
確
立
す
る
た
め
の
も
の
で

あ
つ
て
、
後
向
き
的
な
老
後
の
生
活
保
障
の
た
め
の
も
の
で
は
な
い
。
政
府
は
零
細
個
人
業
者
を
切
捨
て
る
企

業
整
備
の
意
図
が
あ
る
の
で
は
な
い
か
。 

二 

事
業
主
報
酬
は
法
人
企
業
と
の
バ
ラ
ン
ス
を
解
決
す
る
た
め
の
も
の
で
あ
つ
て
、
単
な
る
減
税
要
求
で
は
な

い
。
こ
の
準
備
金
方
式
は
、
こ
の
税
負
担
の
公
平
論
の
本
筋
か
ら
離
れ
て
い
る
。
こ
の
準
備
金
方
式
で
法
人
・ 

青
色
事
業
主
特
別
経
費
準
備
金
制
度
の
問
題
点
と
し
て
、
次
を
明
ら
か
に
し
た
い
。 

四 

 



 

四 

青
色
事
業
主
特
別
経
費
準
備
金
制
度
に
よ
る
減
税
額
平
年
度
百
十
五
億
円
、
初
年
度
九
十
五
億
円
と
説
明
し

て
い
る
が
、
こ
の
制
度
は
累
積
方
式
で
一
定
の
条
件
で
取
り
く
ず
し
た
と
き
は
、
一
時
所
得
と
し
て
課
税
す
る

建
前
で
あ
る
か
ら
、
減
税
効
果
を
減
殺
す
る
。
し
か
も
、
老
後
の
生
活
保
障
を
意
味
す
る
な
ら
ば
、
そ
れ
は
勤

労
性
所
得
に
対
す
る
税
理
論
か
ら
み
て
も
、
一
時
所
得
と
す
る
の
は
不
可
解
で
あ
る
と
思
う
が
ど
う
か
。 

五 

こ
の
準
備
金
方
式
で
は
、
勤
労
性
所
得
に
事
業
税
が
か
か
つ
て
い
る

苛か

酷
さ
は
解
決
で
き
な
い
。
三
十
六
万

円
の
事
業
主
控
除
の
性
格
と
金
額
の
理
論
的
根
拠
は
不
可
解
で
あ
る
。
こ
れ
を
問
い
た
い
。 

三 

事
業
主
報
酬
は
企
業
課
税
の
基
本
的
な
あ
り
方
を
問
題
に
し
て
い
る
の
で
あ
つ
て
、
臨
時
的
な
租
税
特
別
措

置
を
求
め
て
い
る
も
の
で
は
な
い
。
政
府
は
租
税
特
別
措
置
を
整
理
し
た
い
方
向
で
あ
る
か
ら
、
逆
行
す
る
で

は
な
い
か
。 

六 

又
、
こ
の
準
備
金
方
式
は
、
小
規
模
企
業
共
済
制
度
と
競
合
す
る
。
む
し
ろ
老
後
保
障
な
ら
ば
小
規
模
企
業 

個
人
の
税
負
担
の
均
衡
が
と
れ
た
と
考
え
る
か
。 

五 

 



 

 

六 

共
済
制
度
の
改
善
（
掛
金
控
除
枠
の
拡
大
、
共
済
金
の
退
職
所
得
扱
い
）
に
よ
る
べ
き
で
は
な
い
か
。 

右
質
問
す
る
。 


